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本資料 け 記載数値 ついて

当社 経営成績及び財務状態 的
確 表 本資料 基本的
投資事業組合 当社持分 連結

連結個別

投資事業組合 当社持分 連結
た個別決算数値 記載し

なVで なVで

投資事業組合 運用総額 占 当社持分 割合2す.9％

＜連結決算 場合＞
○連結貸借対照表
・⾃⼰資本⽐率 低下・⾃⼰資本⽐率 低下
○連結損益計算書
・営業投資有価証券 損益 増幅
・投資事業組合等管理収⼊ 内部取引と
・営業投資有価証券 損益 増幅
・投資事業組合等管理収⼊ 内部取引と

、相殺消去 管理報酬等



目次

さ. 株式市場環境
2. 2ごさず年し月期決算説明

･･･ P.し
･･･ P.92. 2ごさず年し月期決算説明

し. 主 取 組
じ. 2ごさ7年し月期 展望

･･･ P.9
･･･ P.さ8
･･･ P.2じじ. 2ごさ7年し月期 展望

参考 会社概要
･･･ P.2じ



株式市場環境



1.1. 株式市場 状況(1)
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1.2. 株式市場 状況(2)
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1.3. 新規上場市場 状況(1)
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1.4. 新規上場市場 状況(2)
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1.5. 新規上場市場 状況(3)
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決算説明



2.1. 決算概要

持分売却 反 売上高 減少 た持分売却 反 売上高 減少 た
成功報酬 計上等 2ごごず年し月期以来さご期ぶ 営業⿊字

第さず期 第させ期 第さ8期
対前期⽐

単位：百万円 2ごさ4年3月期 2ごさす年3月期 2ごさず年し月期

売上高 4ず2 ずごさ じさ7 △さ。3売上高 4ず2 ずごさ じさ7 △さ。3

営業損益 △ずご △さ4せ さご さすせ

経常損益 △。ず △させ3 △ささ さず2経常損益 △。ず △させ3 △ささ さず2
当期純損益 △94 △さ。2 △2さ さずさ

さ9ず さご2 782 ずせ9純資産 さ9ず さご2 782 ずせ9
総資産 さ,さす4 。せ。 さ,じさ9 す4さ

⾃⼰資本⽐率 さす.。％ ささ.3％ すじ.9％ 43.ず⾃⼰資本⽐率 さす.。％ ささ.3％ すじ.9％ 43.ず



2.2. 第三者割当 新株予約権発⾏

●資⾦調達 目的が当初き
新規 ン 組成 収益基盤 獲得及び資本増強新規 ン 組成 収益基盤 獲得及び資本増強

調達資⾦ ⼤半 新規設⽴ ン へ 出資 充当し 中⻑期的 企業価値向上 源泉
一⽅ 2ごさす年3月期末時点 99百万円 目減 し ⾃⼰資本 増強一⽅ 2ごさす年3月期末時点 99百万円 目減 し ⾃⼰資本 増強

●資⾦調達 状況
発⾏し 新株予約権全せご個 2ごさす年中 ⾏使 。4ご,ごごご株 発⾏ 7ごご百万円 調達発⾏し 新株予約権全せご個 2ごさす年中 ⾏使 。4ご,ごごご株 発⾏ 7ごご百万円 調達

●直近 状況
ン 営業進捗 想定 及 調達し 資⾦ 一部 営業体制 強化 充当ン 営業進捗 想定 及 調達し 資⾦ 一部 営業体制 強化 充当

う⽅針転換



2.3. 売上高推移
百万円百万円

売上高

1,000

そ 他
営業投資有価証券売上高

持分売却 伴う

売上高
755

674

750

営業投資有価証券売上高
コン ン 業務
投資事業組合等管理業務

持分売却 伴う
営業投資有価証券売上高増加
反 前年同期⽐減収 成功報酬
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44百万円 計上等
投資事業組合等管理業務収⼊ 増加
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百万円

2.4. 営業損益推移
百万円
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2.5. 安定的収⼊と固定的費用 ン
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固定的費用＝販売費 び一般管理費 ＋ 売上原価 営業部門 け 活 経費

△50
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2.6. 投資活
社百万円 社

投資活
百万円

16,591 70

8020,000

投資残高
う 当期投資額

売却活 推進
2ごごせ年度 ー

投資活
16,591

14,274 60

70

15,000

う 当期投資額
当期投資社数

2ごごせ年度 ー
残高 減少傾向 あ

新設 ン 増加
11,670 50

新設 ン 増加
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増加 転
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2.7. 上場企業紹介(1) 地域 ン 投資企業

いベンチャー育成 ン 新規上場いベンチャー育成 ン 新規上場

項目 内容項目 内容
上場日 2ごさす年ず月24日
上場市場 東証 ー上場市場 東証 ー
本社所在地 ⼤阪府堺市

電⼦材料 周辺事
業事業概要
電⼦材料 周辺事
業
特殊精密機器事業
化学繊維用紡糸 事業

投資時点

上場時 売出 上場後 市場売却

投資時点
株価 さ,ごごご円※分割考慮後

上場初値 さ,9ごさ円 上場時 売出 上場後 市場売却
ン 持分すご百万円 94百万円 売却上場初値

投資倍率 さ.9倍



2.8. 上場企業紹介(2)

株式会社 ッ 地域 ン 投資企業

上場日 ： 2ごさす年せ月。日
上場市場 ： 東証のづSとづQ ン ー
本社所在地 ： 静岡県浜松市本社所在地 ： 静岡県浜松市

事業概要 ： 各種 ュ 制作 キュ ン ソ ュー ョン 提供

ベンチャー育成 ン 新規上場

投資時点
株価 4ごご円 ⇒ 上場初値 さ,せすさ円 上場初値

投資倍率 じ.じ倍投資時点
株価 4ごご円 ⇒ 上場初値 さ,せすさ円 上場初値

投資倍率 じ.じ倍

※分割考慮後

上場時 売出 上場後 市場売却 ン 持分さごご百万円 3すせ百万円 売却



主 取 組



3.1. 主 取 組

．⼤企業 中小・ベン ー企業間 け 連携支援
●CVC ン 設⽴●CVC ン 設⽴
●外部 ー ー 提携●外部 ー ー 提携
．ベン ーキ 事業 更 強化
●IPO 依存し い ン 創出
．ベン ーキ 事業 更 強化
●IPO 依存し い ン 創出
●地域課題 解決 ⼿段●地域課題 解決 ⼿段
．新 収益源 獲得．新 収益源 獲得
●新規事業 収益源 多様化



3.2. 大企業と中小・ベンチャー企業間 け 連携支援

●でVで ン
2ごさ4年ず月 ッ ベンチャー ン 2ごさじ 3ごご百万円 新設2ごさ4年ず月 ッ ベンチャー ン 2ごさじ 3ごご百万円 新設

2ごさす年ず月 ー ン 3ごご百万円 新設
ー が東証一部き 受託ー が東証一部き 受託

2ごさす年ささ月 ニッ ン 3ごご百万円 新設
ンコー ー ッ が東証一部き 受託

今後 同様 取 組 継続今後 同様 取 組 継続

●外部 ー ー 連携●外部 ー ー 連携
2ごさす年す月 ロワン ー ター 業務提携し オー ン ベー ョン

一気通貫 ー でVで連 型 ー ー 提供

●企業間連携
2ごさ4年さご月 ナイんれatイウ んをliをらナ 運営 がれttァイ:ここイんれatイウ.aイろaこき

事業会社 ー ベン ー企業 ー 効果的 結び け事業会社 ー ベン ー企業 ー 効果的 結び け
新規事業 創出 ッ ォー



3.3. ベンチャーキャ タ 事業 更 強化

●IPO 依存し い ン 創出
●地域課題 解決 ⼿段●地域課題 解決 ⼿段

2ごさす年。月 事業承継 ンター 業務提携し 投資 ン 活用し
事業承継支援⼿法 開発・強化 実施事業承継支援⼿法 開発・強化 実施

2ごさす年さご月 秋⽥信用⾦庫 ⾃治体 共同 あ た創業 ン さごご百万円 新設
秋⽥広域都市圏 創業活発化 目的 し 設⽴

先⾏事例同様 投資 出⼝ し 上場 前提 し い起業支援 ン先⾏事例同様 投資 出⼝ し 上場 前提 し い起業支援 ン

2ごさす年さご月 秋⽥県信用組合 共同 秋田元気創生 ン 2ごご百万円 新設

2ごさす年さご月 いわ 信用組合 共同 磐城国地域振興 ン 3ごご百万円 新設2ごさす年さご月 いわ 信用組合 共同 磐城国地域振興 ン 3ごご百万円 新設

2ごさす年さ2月 第一勧業信用組合 共同 未来 ン 3ごご百万円 新設
上記3 ン 全国信用協同組合連合会 出資 支援 得 運用 ⾏う上記3 ン 全国信用協同組合連合会 出資 支援 得 運用 ⾏う
投資 出⼝ し 上場 前提 し い 地域 支援 ー 応え 新 ン

2ごさず年4月 京都市 ター ッ 支援 ン 2さご百万円 新設
京都市内 ベン ー支援 目的 し 市内2⾦庫 共同 設⽴京都市内 ベン ー支援 目的 し 市内2⾦庫 共同 設⽴
組合員 他京都市等 連携し 運営 ⾏う起業支援 ン



3.4. 新た 収益源 獲得

●新規事業 収益源 多様化

2ごさず年4月 盛岡市産業支援 ン ー 指定管理者 指定
岩⼿事務所 同 ン ー内 移転し 事務所兼 ンキュベー ョン施設と て運営 開始

2ごさず年4月 ン 運営業務 異 収益軸 確保 目的 し 経営戦略部 新設
ソー 外部調達 含 活 領域 拡⼤ 推進



3.5. 減資 欠損填補

純資産及び発⾏済株式総数 変更 与え い減資 実施
資本⾦ 適格機関投資家 要件 あ すごご百万円 資本剰余⾦ 残 ⽋損填補 範囲
内 減額し 柔軟 資本政策 可能 とと 、課税標準 抑制

科目 2016年3月31日現在 実施後

内 減額し 柔軟 資本政策 可能 とと 、課税標準 抑制

科目 2016年3月31日現在 実施後
株主資本 779,219 779,219

資本⾦ 2,416,155 500,000

資本剰余⾦ 1,130,605 281,392

利益剰余⾦ △2,765,369 ―

そ 他利益剰余⾦ △2,765,369 ―そ 他利益剰余⾦ △2,765,369 ―

⾃⼰株式 △2,172 △2,172

評価・換算差額等 △36 △36評価・換算差額等 △36 △36

そ 他有価証券評価差額⾦ △36 △36

新株予約権 2,872 2,872

純資産合計 782,055 782,055



第19期 展望



4.1. 松本新体制 ッ ョン

年 企業を創年 企業を創



4.2. 未来へ 足

地方創生 ン 組成数地方創生 ン 組成数地方創生 ン 組成数地方創生 ン 組成数
国内国内 ン ーワンン ーワンポ ョ ング獲得ポ ョ ング獲得

コ ュー：ＣＳＶコ ュー：ＣＳＶコ ュー：ＣＳＶコ ュー：ＣＳＶ
国内国内オン ーワンオン ーワンベンチャー ャ タベンチャー ャ タ

Creating Shared Value

国内国内オン ーワンオン ーワンベンチャー ャ タベンチャー ャ タ



4.3. ノベー ョン 喚起 CSV

CSV 当社コ ュー 設定CSV 当社コ ュー 設定
CSV 社会的課題 上 課題 両⽅ 対応 生 出 企業 成功 社会 発展

結び付け ※CSV開発機構Web 引用

ＣＳＶＣＳＶＣＳＶＣＳＶ 企業連携企業連携地域連携・事業創造地域連携・事業創造

新規事業開発地域課題コン

⼤企業連携

新規事業開発

CVC ン 組成

地域課題コン

地域 ン 組成⇒ベン ー育成 地域課題解決支援

地域社会 課題 解決し 公共 利益 事業 利益 追求
社会 公器 企業 育成⇒100年継続企業 創社会 公器 企業 育成 100年継続企業 創

FVC CSV 事業創造・成⻑ ー



4.4. 100年継続企業 創 た 具体的⽅針(1)

ＣＳＶをコ ュー し、社会 必要 さ 性の高い事業を確立

キ0ガグ年 ⼀般社団法⼈CSパ開発機構 加盟
持続可能性を備えた事業を世 生み出
ガ00年継続企業を創 を ッ ョン し 当社 コ ュー し
全 当社事業 思考基軸 し い す

C V
Cr a n  S ar  Val

CSパ 社会的課題 ビ ネ 上 課題 両方 対応す 生 出さ 企業 成功 社会 発展を結び付 ※CSパ開発機構Wムbサイ 引用CSパ 社会的課題 ビ ネ 上 課題 両方 対応す 生 出さ 企業 成功 社会 発展を結び付 ※CSパ開発機構Wムbサイ 引用

地方創生 ン 組成数No. のポ ョ ング ウ ウを生かしたさら 加

実績を活用し 地方創生フ ン 進化形態を構築 地域事業を支援実績を活用し 地方創生フ ン 進化形態を構築 地域事業を支援
開業率を⾼める 創業ファン
廃業率を下 る 事業承継ファン
地域 事業を創造 る CSVファン

各地域 抱え 課題解決 必要 さ 機能を提供し 地域 企業を創

地方創生
ファンドパッケー 各地域 抱え 課題解決 必要 さ 機能を提供し 地域 企業を創

⼤企業 連携し ン オンを⾏う 地方 ガ00年継続企業創出を目指す

ＣＳＶを軸 事業創 をプロデュー き 社員一人一人の能力を向上

地方創生フ ン やCパCフ ン 運営上 ン オン 主流
社員一人一人がプロ ュ サ 企業 姿を変え 事業創造を仕掛 企業へ 変化プロデュー



4.5. 100年継続企業 創 た 具体的⽅針(2)

海外パ との提携を通 たクロスボ 事業創造の架 橋へ
日本 ベン ャー企業 海外を 架 橋 し 取 組
海外ベン ャー企業育成プロ 連携 海外 ビ ネ ン 日本 ビ ネ ー を
ッ ン させ 取 組

海外 取 組 を進 現地 ベン ャー情報を収集 当社 情報ソー を強化し ロー
ン を張 日本 ⼤企業 対し 提案⼒ 強化

海外展開
ン を張 日本 ⼤企業 対し 提案⼒ 強化

インパク ある自社新規事業の構築と積極的 PR展開を通 た社会との接点強化
地方 事業創造や企業 新規事業開発 プロ ュー 機能付加 海外展開等を多

ー ホ ー 方々 知 い ニR体制を強化自社事業 ー ホ ー 方々 知 い ニR体制を強化
当社 向 積極的 広報
新体制 ー 伴う当社事業理念 理解促進 社会 接点を強化

自社事業

ＰＲ展開

今期ス る各種事業を実現 るための新体制の構築
監査等委員会設置会社 し 社外取締役 過半数を占
取締役会 ン 重視 経営体制 移⾏

株主総会

取締役会
監査等委員会

今期ス る各種事業を実現 るための新体制の構築

管 理 部 ：

事業実現体制
当社及び各組合 管理業務全般

代表取締役社⻑

経営会議 内部監査室

監査等委員会管 理 部 ：
経営戦略部：

事業推進部：

当社及び各組合 管理業務全般
新規事業(外部 ー ー 連携
トァAを含 ) 戦略⽴案 コ ュ
ー ョン事業(ニR) CSパ関連事業

ープ会社管理 そ 他経営戦略 ⽴案
事業会社 ⾃治体 地方⾦融機関へ

管理部 経営戦略部 事業推進部 投資育成部
事業推進部：

投資育成部：

事業会社 ⾃治体 地方⾦融機関へ
フ ン 組成営業 フ ン 管理運営
イン ュベー ョン施設 企画管理運営
投資先企業 企業価値向上 回収業務



参考 会社概要

�会社名 ： ュー ーベン ーキ 株式会社 がなVでき

�設⽴年月日 ： さ99。年9月ささ日

�資本⾦ ： 2,4さず百万円

�発⾏済株式総数 ： せ,さご4,ずごご株

�株式上場市場 ： のづSとづQ市場 が。4ず2き�株式上場市場 ： のづSとづQ市場 が。4ず2き

�所在地 ： 京都府京都市中京区烏丸通錦小路上 ⼿洗水町ずす9番地 烏丸中央

�従業員数 ： 22名�従業員数 ： 22名

�事業内容 ： 未上場企業投資業務 投資事業組合 企画・運営
コン ン 業務コン ン 業務


